
                     

 

令和７年度 県民企画による人権啓発事業 募集要領 

 

１ 事業の概要 

この事業は、県内で活動する団体が企画したものを、県と協働して実施する人権啓発

事業として、当該団体に委託する事業（以下「委託事業」といいます。）です。 

また、この事業は、鳥取県が主催者となり、その実施部分を委託する枠組となります。

このため、補助事業や助成事業とは異なり、行事の内容等について県と調整を行いなが

ら進めていくことになります。県の施策にそぐわない場合には、内容の変更を求めたり、

委託契約を解除する場合がありますので、ご承知ください。 

 

２ 対象事業 

広く県民向けに実施する人権啓発事業のうち、次の各号のすべてに該当するものを対象と

します。 
（１） 具体的な人権課題について正しい認識や理解を深めることを目的としたもの又は法 

の下の平等や個人の尊重といった普遍的な視点から人権尊重の理念を学ぶことを目的 
としたもの 

（２） 人権に関する演劇、演奏、映画等と講演若しくは対談を併せて実施する形式又はシン 
  ポジウム形式によるもの 
（３）概ね５０人以上の参加及び効果的な啓発が見込めるもの 
（４）手話通訳など障がい者に対する合理的配慮を行うもの 

 

３ 対象団体 

県内に活動の本拠を置く団体（事業の実施に当たって設立された実行委員会等を含 

む。）であって、初めて委託事業を実施する団体及び過去に実施した委託事業と異なる

企画内容の事業を実施する団体を対象とします。 

 

４ 委託金額 

    委託金額は、原則として１件５０万円を限度とします。なお、入場料等の収入がある 

場合は、事業に要した経費の額から収入額相当額を減じた額を基に委託金額を算定しま 

す。 

 

５ 対象経費 

（１）対象経費 

項目 内容 備考 

講 師 等

謝金 

・講師等への謝金 

（原則として１時間当たり５万円を上限とします。こ

れを超える場合は、事業応募申込書（様式１）にそ

の理由を記載してください。） 

※開催案内チラ

シやポスターの

印刷は、２社以上

の業者から見積

もりを徴収し、よ

り安価な方へ発

注をするなど、経

費の節減に努め

てください。 

 

講 師 等

旅費 

・講師等の交通費及び宿泊費 

（県の旅費規程により算出した額を上限とします。） 

会場費 ・対象事業を実施する公共施設の使用料 

（会場は、原則として公共施設を利用してください。） 

印刷費 ・対象事業の開催案内チラシ、ポスター、 

当日配付資料、看板等 



                     

 

その他 ・手話通訳、要約筆記、託児サービス利用料等 

・映画上映に係る経費 

・行事保険料 

・経費の支払に係る振込手数料 

・食糧費（講師の弁当代、お茶代） 

・チラシ等の発送料 

・コピー用紙、封筒等の購入費用 

（当該事業に要する必要数量分のみとします。） 

・使用料（オンライン用機器のレンタル料等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）対象外の経費 

ア 団体の運営費に係る経常的な経費（筆記用具代、電話代、光熱水費、ガソリン代

など経常的な経費と区分ができない経費も含む。） 

 イ 団体メンバーやスタッフに対する人件費（アルバイト、ボランティアも含む。） 

  ウ 団体の資産となる経費（パソコンなど一般的に備品となる性質の物品の購入等） 

エ その他、対象経費として適当と認められない経費 

 

６ 事業実施期間 

    委託契約時から令和８年３月２０日まで 

 

７ 委託事業数及び募集期間 

  委託事業は概ね２事業程度とし、募集期間は令和７年４月１日から同年６月３０日ま

でとします。ただし、予定件数に満たない場合や、予算措置の都合上この限りでない場

合もあります。 

 

８ 選考方法 

人権啓発事業選考委員会において次の審査基準を基に選考し、その結果は応募団体に

通知します。 

＜審査基準＞ 

    事業がもたらす啓発効果、事業実施の確実性、県事業担当課との協働性、実施時期及

び地域、特別な支援を必要とする方への配慮並びに過去の事業実施状況 

 

９ 提出書類 

（１）令和７年度 県民企画による人権啓発事業 応募申込書（様式１） 

（２）令和７年度 県民企画による人権啓発事業 団体調書（様式２） 

 

１０  実績報告 

事業の実績報告は、開催状況のわかる写真等を添付し、事業終了後３０日以内に提出

することが必要です。 

 

１１  暴力団等排除のための措置 

構成団体又は構成員等が、次の各号のいずれかに該当する場合は、委託契約を締結せ

ず、又は委託契約を締結していても解除することがあります。この場合、県は一切の費

用負担を行いません。 



                     

 

（１）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。

以下「暴対法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。） 

（２）暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。） 

（３）暴力団若しくは暴力団員の利益につながる活動を行い、又は暴力団若しくは暴力団

員と密接な関係を有するもの 

 

１２ その他 

委託事業については、鳥取県の広報媒体で PR します。 

また、事業の実施において、参加者への配布物等は事業に関するものに限ります。 

 

１３ 問い合わせ・応募先 

  〒680－8570 鳥取市東町一丁目２２０ 

   鳥取県地域社会振興部人権尊重社会推進局 

人権・同和対策課人権啓発担当 

   電 話：０８５７－２６－７５９２ 

  ﾌｧｸｼﾐﾘ：０８５７－２６－８１３８ 

     E-mail ：jinken@pref.tottori.lg. jp 

      ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ：http://www.pref.tottori.lg.jp/jinken/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                     

 

（様式１） 

 

 

令和７年度  県民企画による人権啓発事業 応募申込書 

 

                                                        令和  年  月  日 

 

 

  鳥取県知事          様 

 

 

住   所 

                                       団 体 名 

                                       代表者氏名 

 

 

 下記の事業について申込みます。 

 

                                       記 

 

１  事業名 

 

 

２  事業の目的（現状、課題、周知したい内容、得られる効果等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

３  開催日時 

 

 

４  開催場所 

（１）会  場 

（２）所 在 地 

（３）電話番号 

 

５  参集予定人数 

 

※事業内容について、ヒアリングを行いますので、ご承知おきください。 

 



                     

 

６  事業の概要 

（１）人権課題（分野別施策等） 

 

（２）内容（流れ、時間配分、出演者、演題等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）講師（氏名、プロフィール、選定理由等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７  特別な支援を必要とする方への配慮 

（１）託児の実施            あり・なし 

 

（２）視覚障がい者への配慮 

    ａ 点字資料の作成      あり・なし 

    ｂ  音声ガイドの実施    あり・なし 

 

（３）聴覚障がい者への配慮 

    ａ  手話通訳の配置      あり・なし 

    ｂ  要約筆記の配置      あり・なし 

 

（４）その他の配慮 

 

 

８ 一般県民向動画配信の可否 ※県のホームページに動画を掲載することがあります。 

 可 ・ 否（その理由：                      ） 

 



                     

 

９  所要経費 

 （１）収入計画                            

区 分 金 額 内       訳 

県 委 託 金 円 ※上限 500 千円 

協 賛 金 等 円  

そ の 他 円 自己資金 

合 計 円  

  

（２）支出計画                            

区 分 金 額 経費算出の根拠（単価、数量等） 

講師等謝金 円 

 

（１時間当たり５万円を超える場合は、その理由も記載） 

 

講師等旅費 円 

 

 

 

会 場 費 円 

 

 

 

印 刷 費 円 

 

 

 

そ の 他 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合  計  円  

 

 



                     

 

（様式２） 

 

令和７年度  県民企画による人権啓発事業 団体調書 

 

団 体 名 

 

代 表 者 名 
 

 

所  在  地 

 

〒 

電 話 番 号 
 

会 員 数 
 

活 動 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

県 と の 関 わ り 

※これまでに、県（地方機関を含む）に関係する事業やイベント等の実
施があれば記載（担当課名、事業名、年度を記載）。 

 

 

 

担当者及び連絡先 

担 当 者 氏 名  

電 話 番 号  

ファクシミリ  

電 子 メ ー ル  

備 考 
 

 

（注）１ 記入欄が足りない場合、追加するなどしてください。 

２  団体の規約、活動内容等のわかる資料を添付してください。 

なお、入手した個人情報を無断で転用することはありません。 


